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はじめ に

-本研究会の目的

広報活動の構造化を目的とする当研究会は、広報活動を次のように捉えることからスタ

ー卜した。

すなわち、 「広報活動の目的は、組織の持つ使命を効果的かっ効率的に達成するために

必要な、組織内外と の良好な合意形成にあること j 一簡単にし吋ば「企業 (組織)がス

テークホルタ ーとの聞に信頼関係を構築するコミュニケー ション届動が、企業の広報活動

であるJということだ。 したがって、われわれが扱う広報活動とは、企業の広報部門の活

動に限 られるものではな~ ¥。

本研究会では、そうした広報活動の構造を明らかにし、意思決定のプロセスをモデル化

することを目的とした。われわれは、広報活動の対象はあらゆるステークホルダーである

と考え、活動対象を次の 4つに分割し、それぞれの対象ごとにチームを編成、チームζと

の研究活動を行い、最終的には 4つのチームの研究結果を lつに集約することとした。
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-研究活動の経過

初年度の月例研究会は、テーマを掲げて講師を招き、講師のスピーチに対し出席者が質

疑を行う形で、メンバー全員の共通認識を必要とする時事問題あるいは広報関連問題の勉

強会を行うほか、チームごとの月間活動報告を求めた。

2年度の月例研究会は、チームごとの活動報告中心としたが、途中、構造基盤について

の仮説の検討を行った。われわれは、それぞれの対象に対する広報活動の意思決定プロセ

スを追いながら、意思決定の基準に しばしば2つの視点が見え隠れすることに気づいたか

らである。

その 2つの視点とは、 《企業の論理》と 《社会の論理》である。企業の立場での判断基

準と社会の立場での判断基準といってもいい。理論的には流布されていたことだが、実際

にどちらか片方のみの基準での意思決定では広報活動の目的は果たし得ないことが判明 し

た一そこで、われわれは、本編 lに記すような仮説を立て、 4チームそれぞれがその検

証を行うことにした。
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